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SX業界動向
建設・不動産業界編

産業部⾨からのエネルギー起源CO2排出量を業種別に⾒ると、鉄鋼業からの排出が
全体の4割弱を占め、次いで、化学⼯業、機械製造業が続いており、この3業種で全
体の排出量の63%を占めています。
建設業は2％程度ですが、鋼材の50％以上が建設⽤の最終使途となっていることを
踏まえると、間接的な影響は⼤きい産業とみなされます。

温室効果ガスの総排出量は、2014年度以降7年連続で減少しています。
2013年度と⽐べて排出量が減少した要因としては、エネルギー消費量の減少（省
エネの進展、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の影響等）及び電⼒の低炭素
化（再エネ拡⼤及び原発再稼働）に伴う電⼒由来のCO₂排出量の減少等が挙げ
られます。

普通鋼材最終使途 構成比

建築用 33.9%

土木用 9.5%

その他建設用 7.9%

建設用計 51.3%

自動車用 20.4%

その他 28.3%

合計 100.0%

2020年度普通鋼鋼材
最終使途別受注構成比

【出所：環境省「2020年度温室効果ガス排出量（確報値）について」】

【出所：⼀般社団法⼈⽇本鉄鋼連盟】

1



2023年1月作成

エコ・ファースト制度︓ 企業が⾃らの環境保全に関する取組みを表明し、
環境の分野において「先進的、独⾃的でかつ業界をリードする事業活動」を⾏って
いる企業であることを、環境⼤⾂が認定する制度です。エコ・ファースト・マーク認定
を受けた企業は、エコ・ファースト・マークを使⽤することができます。
建設・不動産業界での認定企業は次の通りです。

TCFD（気候関連財務情報開⽰タスクフォース）への対策
TCFDはG20主導による気候関連の情報開⽰と⾦融機関の対応を検討するに関するタスクフォースで国
内では上場企業を中⼼に多くの企業が参画しています。ガバナンス、戦略、リスクマネジメント、指標と⽬
標で気候変動への対応を表明が求められます。
⾃社のみならずサプライチェーン全体での温室効果ガス排出量の削減⽬標を提⽰する必要があります。

Scope1︓事業者⾃らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、⼯業プロセス) 
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使⽤に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

サプライチェーン排出量＝Scope1排出量+Scope2排出量+Scope3排出量

エコ・ファースト認定企業名 企業毎の約束の概要

株式会社一条工務店 事業場での再生可能エネルギー発電割合を2 0 3 0年までに5 0％等

サンヨーホームズ株式会社

清水建設株式会社 副産物削減システムによる３Rの推進、都市部の生態系保全・回復を推進　等

積水ハウス株式会社 家庭部門の1次エネルギー消費の削減　等

大成建設株式会社 施工段階の総CO2排出量を2 0 3 0年までに6 2 % 削減（19 9 0年度比）、Z EB普及等

大和ハウス工業株式会社

大東建託株式会社

戸田建設株式会社

東急建設株式会社

西松建設株式会社

日本道路株式会社 重機車両の電動化推進、化石燃料を使用しないアスファルト合材製造技術の開発

事業活動に伴うCO2排出量を2 0 3 0年までに2 0 13年度比5 0 % 削減等

サプライチェーンからのGHG排出量（S COP E３）を2 0 3 0年度に総排出量で3 0 % 削減　等

CO2  排出量を2 0 3 0  年度にネットゼロ、建設廃棄物の最終埋立て処分率3％未満を維持 等

更なるZ EH化推進及び既存住宅の温室効果ガスの排出削減の推進　等

GHG排出量（S COP E１・２）を、2 0 3 0年度に総排出量で3 0 % 、

2 0 3 0年までに新築建築物の温室効果ガス排出量3 0％削減（2 0 15年度比）等

CO2排出量を2 0 3 0年5 5％削減（2 0 17年度比）（S c o p e 1・2）、木造集合住宅を促進等

廃棄物の再資源化10 0％を目指し、建設副産物の2 0 5 0年ゼロを推進 等

株式会社熊谷組

佐藤工業株式会社

スコープ1＋2：2 0 2 0年比、2 0 3 0年2 5％削減、2 0 5 0年カーボンニュートラル

スコープ3：2 0 2 0年比、2 0 3 0年13％削減、建設混合廃棄物の排出率2 .0％以下

Z EB技術改良、施工運用段階のCO2排出量2 0 3 0年度2 6 % 、

建設廃棄物最終処分量を2 0 3 0年度9 9 .5 % 削減（2 0 0 0年度比）　等
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⼤和ハウス⼯業の例

東急建設の例︓サプライチェーンを含めた排出量等⼀覧

協力会社への気候変動取組の依頼～現場での温室効果ガス削減取組み
東急建設は、気温上昇を抑えるために、温暖化を進める二酸化炭素排出量を2030年までに、現在から３０％
削減することを目標として定め取り組みます。
排出量削減には協力会社の皆様方の協力が不可欠です。現場等での各社の取り組み協力をお願いします。
■ 現場での主要な取り組み事項
　➣ 重機・車両等の省燃費運転の徹底（エンジンの回転数を１０％下げる、必要最低限のアイドリング等）
　➣ 施工時の工夫（掘削等の施工範囲や運土計画等の工夫設定、残土等搬出時の運搬ルートの最適化 等）
　➣ 化石燃料使用機材から電動機材への変更推進
　➣ 省エネ機材の利用推進（ＬＥＤ照明等）
■ 各社事務所(本社等)での取り組み依頼事項
　➣事務所電力の再生エネルギー電力の導入
　➣ＬＥＤ照明への取り換え

協⼒企業もゼネコンよりCO2排出量
削減への取組みが求められます。
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国・地⽅⾃治体の制度

第6次エネルギー基本計
画では2030年度までに
新築住宅・構築物に
ZEH・ZEB⽔準の省エネ
ルギー性能の確保を⽬指
す予定です。2021年度
の注⽂⼾建住宅における
ＺEH普及率は26.7%、
建売⼾建住宅は2.6％。
注⽂住宅でのZEH化が
先⾏し、建売住宅での推
進が課題となっています。

住宅・建築物受給⼀体型等省エネルギー投資促進事業（令和4年度予算額80.9億円）

ZEH推進状況

【出所：環境省「ZEH実証事業調査発表会」】

ZEH関連の政策・補助事業 経済産業省、国土交通省、環境省の3省連携で実施しています。
経済産業省 住宅・建築物受給一体型省エネルギー投資促進事業

次世代ZEH+（注文住宅）実証事業（一般社団法人環境共創イニシアチブ）等
国土交通省 ZEH、LCCM住宅関連事業（補助金）：こどもみらい住宅支援事業（補助金）
このほか東京都は2025年4月から新築住宅での太陽光パネルの設置義務化条例を可決しています。


